資料２－１
高齢者の生活実態と介護サービス等に関する意識調査
報告書（概要版）(案）
平成23年2月

大　阪　府
第１章　調査概要

１．調査の目的

　大阪府に居住する65歳以上の高齢者を対象に、日常の生活状況や介護（予防）サービス等についての意識を把握し、今後の大阪府の高齢者保健福祉施策や介護保険制度の運営に資する基礎資料を得るために実施した。
２．調査項目

Ⅰ.基本情報について

１.回答者の属性

Ⅱ.制度の周知状況について

１.介護保険制度等の周知状況について

２.地域包括支援センターの認識度
３.介護予防等について

Ⅲ.介護（予防）サービスの利用状況と満足度について
１.介護（予防）サービスの利用状況
２.利用者の満足状況
３.介護サービス情報の活用状況について
４.負担と給付の関係
Ⅳ.日常生活と社会参加について

１.日常生活の状況
２.社会参加・地域活動
Ⅴ.高齢者をめぐる課題について

１.高齢者虐待の防止
２.認知症
Ⅵ.地域での安全・安心について

１.地域での安全・安心
２.地域における見守り
３.高齢者向けの住まい
Ⅶ.今後の暮らしについて

１.希望する暮らし方について
２.施設等に入所するに当たって重視する
　 点
Ⅷ.今後の施策について

1. 今後、重要になると思われる施策につい

て
３．調査設計

（１）調査地域：大阪府全域

（２）調査対象及び調査対象数：大阪府に居住している満65歳以上の男女5,120人

（３）調査対象の抽出方法：大阪府内市町村において、要介護・要支援認定を受けている者と受けていない者をそれぞれ半数ずつ無作為抽出

　　　　　　　　　　　　　※性別・年齢・要介護度は考慮していない。

（４）調査方法：郵送配布・郵送回収

（５）調査期間：平成22年10月27日から平成22年11月15日まで

４．回収結果
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※不到達：転居先不明等で返戻されたもの    ※無効回答：白票

第２章　調査結果

Ⅰ．基本情報について
１．回答者の属性

（１）性別（報告書３頁）
【図1-1　性別】

[image: image2.emf]37.4

40.2

57.5

54.8

5.0

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今年度調査(n=3597)

19年度調査(n=3425)

男性 女性 無回答


回答者の性別は、「男性」が37.4％、「女性」が57.5％で、女性が約20ポイント高くなっている。（図1-1）

19年度調査と比較すると、「男性」が減少し、「女性」が増加している。（図1-1）
（２）年齢（報告書４頁）
【図1-2　年齢】
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回答者の年齢は、「70～74歳」と「75～79歳」が20.2％で高く、次いで、「80～84歳」が19.3％となっている。（図1-2）

また、65～74歳は36.9％、75歳以上が59.7％となっており、19年度調査と比較すると、74歳以下の年代で7.3ポイント減少し、75歳以上の年代で7.2ポイント増加している。（図1-2）
（３）要介護・要支援認定の有無（報告書９頁）
　
【図1-3　要介護・要支援認定の有無】
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要介護・要支援認定の有無については、「要介護・要支援認定を受けていない」が45.3％、要介護・要支援認定を受けている『要介護・要支援認定者』は合わせて44.4％となっている。『要介護・要支援認定者』では、「要支援1」が10.2％で最も高く、次いで「要介護2」（8.2％）、「要支援2」（7.9％）の順で、『要介護』全体では26.3％となっている。（図1-3）

19年度調査と比較すると、「要介護・要支援認定を受けていない」が7.5ポイント減少している。（図1-3）

Ⅱ．制度の周知状況について（報告書１２頁）
介護保険制度の認識度に関しては、前回調査（19年度調査）と比較して大きな差異はなかった。
サービスの認識度では、地域密着型サービスが、居宅サービス（介護保険サービス）や施設サービス（介護保険サービス・老人福祉サービス）と比較して低い。
地域包括支援センターの認識度に関しても大きな変動はなかったが、「知っている」はやや増加傾向にある。また、介護予防という言葉を知っている人ほど認識度も高くなっている。

１．介護保険制度等の周知状況について
（1） 介護保険制度の認識度（報告書１２頁）

【図1-1　介護保険制度の認識度】
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介護保険制度の『認識度』（「知っている」、「聞いたことはあるが、内容までは知らない」）は、91.8％と9割以上が認識している。なかでも、「知っている」は60.4％と、約6割となっている。（図1-1）
19年度調査と顕著な差異はみられない。（図1-1）

（２）介護（予防）サービスの利用手続きの認識度（報告書１８頁）
【図1-2　介護（予防）サービスの利用手続きの認識度】
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介護保険制度を「知っている」、若しくは「聞いたことはあるが、内容までは知らない」と回答した人に、介護（予防）サービスの利用手続きの認識度をたずねると、「利用手続きのだいたいのことは知っている」が44.6％で最も高く、次いで「利用手続きはあまり知らない」（34.2％）、「まったく知らない」（16.1％）の順となっている。（図1-2）
19年度調査と顕著な差異は見られない。（図1-2）
（３）居宅でのサービス（介護保険サービス）の認識度（報告書２１頁）

【図1-3　居宅でのサービス（介護保険サービス）の認識度（複数回答）】
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居宅でのサービス（介護保険サービス）の認識度については、「ホームヘルプ（訪問介護）」が74.1％で最も高く、次いで「デイサービス（通所介護）」（71.9％）の順となっており、この2つのサービスの認識度が7割を超えている。（図1-3）


（４）施設でのサービス（介護保険サービス・老人福祉サービス）の認識度（報告書２４頁）
【図1-4　施設でのサービス（介護保険サービス・老人福祉サービス）の認識度（複数回答）】
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施設でのサービス（介護保険サービス・老人福祉サービス）の認識度については、「特別養護老人ホーム（特養）」が45.8％で最も高く、次いで「養護老人ホーム」（37.4％）、「介護老人保健施設（老健）」（26.9％）の順となっている。（図1-4）
（５）地域密着型サービスの認識度（報告書２７頁）
【図1-5　地域密着型サービスの認識度（複数回答）】[image: image9.emf]19.0
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地域密着型サービスの認識度については、「グループホーム（認知症対応型共同生活介護）」が19.0％で最も高く、次いで「認知症対応型通所介護」（15.2％）、「夜間対応型訪問介護」（10.2％）の順となっているが、「いずれのサービスも知らない」が46.1％で約半数となっている。（図1-5）
２．地域包括支援センターの認識度
地域包括支援センターの認識度（報告書３０頁）

【図2　地域包括支援センターの認識度】
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「地域包括支援センター」の認識度については、「まったく知らない」が45.5％で最も高く、次いで「聞いたことはあるが、内容までは知らない」（28.9％）、「知っている」（20.2％）の順となっている。（図2）
19年度調査と比較すると、「知っている」が1.9ポイント増加している。（図2）
３．介護予防等について
介護予防という言葉の認識度（報告書３４頁）
　　
【図3　介護予防という言葉の認識度】
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介護予防という言葉の認識度については、「聞いたことはあるが、内容までは知らない」が35.4％で最も高く、次いで「まったく知らない」（33.8％）、「知っている」（26.0％）の順となっている。（図3）
　19年度調査と比較すると、「まったく知らない」が9.4ポイント増加している。（図3）
Ⅲ．介護（予防）サービスの利用状況と満足度について（報告書４５頁）
要介護・要支援認定を受けた理由としては、「訪問介護などの在宅介護サービスを利用するため」が最も高くなっている。

利用している介護（予防）サービスの内容についての満足度は、『満足』が8割以上となっている。

負担と給付の関係については、日々の暮らし向きやサービスの利用状況、サービスの利用満足度にかかわらず、「もっとよい介護（予防）サービスを利用したいが、介護保険料や利用料はこれ以上負担できないので、今のままでよい」と「介護（予防）サービスを抑制することで、介護保険料や利用料が上がらないようにすべきである」を合わせ5割以上となっている。

１．介護（予防）サービスの利用状況
　（１）要介護・要支援認定を受けた理由（報告書４５頁）

【図1-1　要介護・要支援認定を受けた理由】
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要介護・要支援認定を受けていると回答した人に、その理由をたずねると、「訪問介護などの在宅介護サービスを利用するため」が34.3％で最も高く、次いで「福祉用具貸与・購入や住宅改修を利用するため」（11.6％）、「将来に備えて、とりあえず認定を受けておいた方がよいと思ったため」（10.1％）の順となっている。（図1-1）

（２）現在の介護（予防）サービス利用の有無（報告書４８頁）

　

【図1-2　現在の介護（予防）サービス利用の有無】
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要介護・要支援認定を受けていると回答した人に、現在の介護（予防）サービスの利用の有無をたずねると、「利用している」が73.5％、「利用していない」が18.9％となっている。（図1-2）

　19年度調査と比較すると、「利用している」が3.5ポイント減少している。（図1-2）

（３）介護（予防）サービスを利用していない理由（報告書５２頁）

【図1-3　介護（予防）サービスを利用していない理由（複数回答）】[image: image14.emf]49.7
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現在、介護（予防）サービスを利用していないと回答した人に、利用していない理由をたずねると、「当面は家族などによる介護で十分であるから」が半数近く（49.7％）あり、次いで「現在病院に入院中であるから」（14.9％）、「サービスの利用方法がわからないから」（8.6％）の順となっている。（図1-3）

　19年度調査と比較すると、「介護サービス事業所の職員（ホームヘルパー等）など、他人を自宅に入れたくないから」や「利用したいサービスがないから」などが減少している。（図1-3）
２．利用者の満足状況
現在利用しているサービスの内容に対する満足度（報告書５８頁）

　
【図2　現在利用しているサービスの内容に対する満足度】
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現在、介護（予防）サービスを利用していると回答した人に、利用しているサービスの内容に対する満足度をたずねると、「満足」が40.9％で最も高く、「どちらかというと満足」（39.3％）を合わせた『満足』が8割を超えている。一方、『不満』（「不満」、「どちらかというと不満」）は5.1％となっている。（図2）

　19年度調査と顕著な差異はみられない。（図2）

３．負担と給付の関係
負担と給付の関係（報告書６８頁）

　
【図3　負担と給付の関係】
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その他

無回答


負担と給付の関係については、「もっとよい介護（予防）サービスを利用したいが、介護保険料や利用料はこれ以上負担できないので、今のままでよい」が35.4％で最も高く、次いで「介護（予防）サービスを抑制することで、介護保険料や利用料が上がらないようにすべきである」（29.1％）、「もっとよい介護（予防）サービスが受けられるなら、介護保険料や利用料の負担が増えても利用したい」（8.9％）の順となっている。（図3）

　19年度調査と顕著な差異はみられない。（図3）

Ⅳ．日常生活と社会参加について（報告書７３頁）
日常生活の中で生きがいを感じていることは、「友人・知人との交流」が最も高く、19年度調査と比較しても高くなっている。　

日々の生活の中での暮らし向きでは、「普通である」が6割、『ゆとりがある』が約1割、『苦しい』がほぼ4人に一人となっている。

日常生活で抱えている不安や悩みは、「自分の健康状態や病気のこと」、「自分の介護のこと」、「身近な家族の健康状態や病気のこと」が高くなっている。
今後やってみたい社会貢献やボランティア活動では、「特にない」が高く、19年度調査と比較しても高くなっている。

１．日常生活の状況
（１）生きがいを感じていること（報告書７３頁）

【図1-1　生きがいを感じていること（複数回答）】
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現在、生きがいを感じていることについては、「友人・知人との交流」が39.1％で最も高く、次いで「子どもや孫などの若者との交流」（25.3％）、「健康づくり」（21.6％）、「個人で行う趣味の活動」（21.5％）の順となっている。また、「特にない」が22.7％みられる。（図1-1）

19年度調査と比較すると、「友人・知人との交流」が5.8ポイント増加している。（図1-1）

（２）日々の暮らし向きについての感じ方（報告書７７頁）

【図1-2　日々の暮らし向きについての感じ方】
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日々の暮らし向きに対する感じ方については、「普通である」が59.9％で最も高くなっている。「たいへんゆとりがある」（2.2％）と「ややゆとりがある」（8.5％）を合わせた『ゆとりがある』は10.7％、「たいへん苦しい」（7.8％）と「苦しい」（16.4％）を合わせた『苦しい』が24.2％となっている。（図1-2）

　19年度調査と顕著な差異はみられない。（図1-2）

（３）日常生活で抱えている不安や悩み（報告書８５頁）

　
【図1-3　日常生活で抱えている不安や悩み（複数回答）】
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日常生活で抱えている不安や悩みについては、「自分の健康状態や病気のこと」が47.3％で最も高く、次いで「自分の介護のこと」（26.6％）、「身近な家族の健康状態や病気のこと」（23.1％）の順となっている。また、「特にない」は22.0％を占めている。（図1-3）

　19年度調査と顕著な差異はみられない。（図1-3）
２．社会参加・地域活動
今後やってみたい社会貢献・ボランティア活動（報告書８８頁）

　
【図2　今後やってみたい社会貢献・ボランティア活動（複数回答）】
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今後やってみたい、または、やってもよい社会貢献・ボランティア活動については、「近隣の清掃活動やリサイクル活動」が10.2％で最も高く、次いで「交通安全や防犯・防災に関する活動」（5.4％）、「支援を必要とする他の高齢者の話し相手や身の回りの世話」（4.9％）の順となっている。また「特にない」が50.7％、「何らかの活動をやってみたいと思うが、事情があってできない」が15.8％みられる。（図2）

　19年度調査と比較すると、「特にない」が8.3ポイント増加している。（図2）
Ⅴ．高齢者をめぐる課題について（報告書９４頁）
高齢者虐待に当てはまると思う項目では、「必要な食事、排泄などの世話・介護をしない」、「排せつの失敗をした時、家族が罰として裸にして放置する」、「高齢者が話しかけてくるのを家族が無視する」などが高い。
また、高齢者虐待の防止のために最も必要な取組みでは、「地域での見守り体制づくり」が最も高く、19年度調査と比較しても大きく増加している。

認知症の理解度については、75％以上が『知っている』と回答している。

「認知症、あるいは認知症の人に対する考え」では、「認知症になっても、その人の意思をできる限り尊重してあげたい」（49.7％）が最も高く、次いで「自分が認知症になったら、周りの人の手を借りながら、自宅での生活を続けたい」（41.0％）が高くなっている。

１．高齢者虐待の防止
（１）高齢者虐待に当てはまると思う事例（報告書９４頁）

　
【図1-1　高齢者虐待に当てはまると思う事例（複数回答）】
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高齢者虐待に当てはまると思う事例については、「必要な食事、排泄などの世話・介護をしない」が44.5％で最も高く、次いで「排せつの失敗をした時、家族が罰として裸にして放置する」（43.2％）、「高齢者が話しかけてくるのを家族が無視する」（37.0％）の順となっている。（図1-1）

　19年度調査と顕著な差異はみられない。（図1-1）

（２）高齢者虐待の防止のために最も必要な取組み（報告書９８頁）

　
【図1-2　高齢者虐待の防止のために最も必要な取組み】
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高齢者虐待防止のために最も必要な取組みについては、「地域での見守り体制づくり」が16.4％で最も高く、次いで「身近な地域での相談窓口の設置」（14.5％）、「家族などの養護者に対する支援」（14.3％）の順となっている。（図1-2）

　19年度調査と比較すると、「地域での見守り体制づくり」が4.5ポイント増加し、「身近な地域での相談窓口の設置」が4.6ポイント減少している。（図1-2）
２．認知症
（１）「認知症」の理解度（報告書１０１頁）

【図2-1　「認知症」の理解度】
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よく知っている 知っている 言葉を聞いたことがあるが、あまり知らない まったく知らない 無回答


　「認知症」の理解度については、「よく知っている」は24.2％、「知っている」は51.3％で、両者をあわせた『知っている』は75.5％となっている。一方、『知らない』（「言葉を聞いたことがあるが、あまり知らない」、「まったく知らない」）は18.8％となっている。（図2-1）

　19年度調査と比較すると、『知っている』が3.4ポイント増加している。（図2-1）

（２）認知症、あるいは認知症の人に対する考え（報告書１０４頁）

【図2-2　認知症、あるいは認知症の人に対する考え（複数回答）】
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認知症、あるいは認知症の人に対する考えについては、「認知症になっても、その人の意思をできる限り尊重してあげたい」が49.7％で最も高く、次いで「自分が認知症になったら、周りの人の手を借りながら、自宅での生活を続けたい」（41.0％）、「認知症の人に、どのように接したらよいのかわからない」（31.1％）の順となっている。（図2-2）

19年度調査と比較すると、「自分が認知症になったら、周りの人の手を借りながら、自宅での生活を続けたい」が3.3ポイント増加している。（図2-2）

（３）認知症の人が安心して暮らせるまちにするために必要な対策（報告書１１１頁）

　
【図2-3　認知症の人が安心して暮らせるまちにするために必要な対策（複数回答）】
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認知症の人が安心して暮らせるまちにするために必要な対策については、「認知症に関する正しい知識や理解を広めること」が48.5％で最も高く、次いで「認知症の人をお世話している家族を支援すること」（41.5％）、「認知症の相談窓口を充実させること」（41.0％）の順となっている。（図2-3）

　19年度調査と顕著な差異はみられない。（図2-3）

Ⅵ．地域での安全・安心について（報告書１１８頁）
住んでいる地域での暮らしの安心感については、『住んでいる地域で安心して暮らすことができる』で75％以上と高い。

安心して暮らし続けるために必要だと思うものについては、「デイサービス、ショートステイなど在宅の高齢者が気軽に利用できる施設」（30.9％）、「特養や認知症高齢者グループホームなど介護が必要な高齢者が入所できる施設」（27.5％）、「訪問介護や訪問看護など介護サービスを提供する事業所」（23.8％）が高い。
１．地域での安全・安心
（１）住んでいる地域での暮らしの安心感（報告書１１８頁）

　
【図1-1　住んでいる地域での暮らしの安心感】
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住んでいる地域での暮らしの安心感については、『安心して暮らすことができる』（「安心して暮らすことができる」、「どちらかというと安心して暮らすことができる」）が75％を超えており、『安心して暮らすことができない』（「どちらかというと安心して暮らすことができない」、「まったく安心して暮らすことができない」）の13.6％を大幅に上回っている。（図1-1）

（２）住んでいる地域で安心して暮らし続けるうえで必要だと思うもの（報告書１２２頁）

【図1-2　住んでいる地域で安心して暮らし続けるうえで必要だと思うもの（複数回答）】
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住んでいる地域で安心して暮らし続けるために必要だと思うものについては、「デイサービス、ショートステイなど在宅の高齢者が気軽に利用できる施設」が30.9％で最も高く、次いで「特養や認知症高齢者グループホームなど介護が必要な高齢者が入所できる施設」（27.5％）、「訪問介護や訪問看護など介護サービスを提供する事業所」（23.8％）の順となっている。（図1-2）

Ⅶ．今後の暮らしについて（報告書１４３頁）
今後、自分で身の回りのことができなくなった場合に望む暮らし方としては、日々の暮らし向きにかかわらず、『自宅に住み続けながら』が高くなっている。

一方、「介護保険施設（特別養護老人ホーム等）等に入所したい」も増加している。

１．希望する暮らし方について
今後の暮らしについて（報告書１４３頁）

【図1　自分で身の回りのことができなくなった場合に望む暮らし方】

[image: image28.emf]20.9

18.3

17.8

13.9

5.8

2.5

20.6

26.5

22.3

21.0

10.1

5.0

1.9

13.1

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

自宅に住み続けながら、介護サービスを受けたい

自宅に住み続けながら、家族などの介護を受けたい

介護保険施設（特別養護老人ホームなど）に入所したい

介護付きの有料老人ホームやケアハウスに入居したい

その他

無回答

(%)

今年度調査(n=3597) 19年度調査(n=3425)

自宅に住み続けながら、身近なところに通ったり、泊まったり

することができる介護サービスを受けたい


　自分で身の回りのことができなくなった場合に望む暮らし方については、「自宅に住み続けながら、介護サービスを受けたい」が20.9％で最も高く、次いで「自宅に住み続けながら、家族などの介護を受けたい」（18.3％）、「自宅に住み続けながら、身近なところに通ったり、泊まったりすることができる介護サービスを受けたい」（17.8％）の順となっており、これら3項目を合わせた『自宅に住み続けながら』が57.0％と5割を超えている。（図1）

　19年度調査と比較すると、「介護保険施設（特別養護老人ホームなど）に入所したい」が3.8ポイント増加している。（図1）
２．施設等に入所するに当たって重視する点
施設等に入所するに当たって重視すること（報告書１４８頁）

【図2　施設等に入所する場合に重視すること】
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　施設等に入所するに当たって重視することについては、「利用料金（当初の保証金などを含む）」が53.0％で最も高く、次いで「提供される介護サービスの内容や質」（41.3％）、「自宅の近くや住み慣れた地域にあること」（27.8％）の順となっている。（図2）

19年度調査と比較すると、「個室、相部屋など居室の間取りや広さ」（13.4％）と「耐震性など防災面の安全性」（8.0％）が増加している。（図2）

Ⅷ．今後の施策について（報告書１５１頁）
１．今後、重要になると思われる施策について
今後、重要になると思われる施策について（報告書１５１頁）
【図1　今後、重要になると思われる施策（複数回答）】

今後、重要になると思われる施策については、「24時間対応可能な訪問介護などの在宅での介護サービスの充実」が45.4％で最も高く、次いで「特別養護老人ホームなどの介護保険施設の充実」（38.1％）、「身近な地域社会の中で、高齢者の生活を支える体制づくり（介護サービス事業所、診療所、自治会などの連携）」（37.4％）の順となっている。（図1）

　19年度調査と比較すると、「特別養護老人ホームなどの介護保険施設の充実」が9.8ポイント増加している。（図1）
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